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下請取引の適正化について

瞬屏引一暉·
輯晨圃邑

公正取引委員会及び経済産業省は、 日頃より、 下請代金支払遅延等防止法（昭

和31年法律第12 0号。 以下「下請法」といいます。）違反行為への厳 正な対

処を行うとともに、 同法の普及啓発を行っております。

く中小企業の取引環境＞

我が国経済は、 景気の緩やかな回復基調が継続する中、 中小企業の業況は緩

やかな改善基調の中にも一服感がみられ、 原材料価格の上昇や人手不足への懸

念等、 中小企業を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあります。 また、 こ

れから年末にかけての金融繁忙期を迎えるに当たり、 下請事業者の資金繰り等

について一層厳しさを増すことが懸念され、 親事業者が下請代金を早期にかつ

可能な限り現金で支払い、 下請事業者の資金繰りに支障を来さないようにする

ことが必要です。

く下請法への理解と下請代金支払の適正化＞

経済の好循環を実現するには、 下請等中小企業の取引条件を改善していくこ

とが重要という問題意識の下、 政府を挙げて下請対策の強化に取り組んでおり、
平成28年12月には、 ①違反行為の未然防止や事業者による情報提供に資す

るよう、 下請法に関する運用基準を改正するとともに、 ②親事業者による下請

代金の支払についても

〇 下請代金の支払は、 できる限り現金によるものとすること

〇 手形で下請代金を支払う場合は、 割引料を下請事業者に負担させることが
ないよう下請代金の額を十分に協議すること

〇 手形サイトは、 将来的に6 0日以内とするよう努めること
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を旨とした通達を発出したところです。

引き続き、下請取引の適正化に努めるよう要請いたします。

＜働き方改革＞

政府を挙げて働き方改革を推進しておりますが、取引の一方当事者の働き方

改革に向けた取組の影響がその取引の相手方に対して負担となって押し付けら

れることは望ましくないと考えられます。人手不足の深刻な中小企業の経営悪

化が懸念される中、極端な短納期発注等は、取引先における長時間労働等につ

ながる場合があり、下請法等の違反の背景にもなり得ますので特に御留意いた

だきたいところです。

く災害時における取引条件について＞

平成 30年 7月豪雨や北海道胆振東部地震のほか、台風等による災害も発生

しており、被災地域における事業者と取引のある全国の事業者に影響が広がっ

ております。

貴団体におかれましでも、災害等の発生を理由として、下請事業者に一方的

に負担を押しつけることにより、取引のある経営基盤の弱し1中小企業・小規模

事業者に悪影響を与えることのないよう、親事業者となる会員に対して周知徹

底するよう要請いたします。

く消費税の円滑・適正な転嫁について＞

平成 31年（ 2 0 1 9年） 1 0月 1日から消費税率が、 8%から 10%に引

き上げられると同時に、消費税の軽減税率制度が実施されます。貴団体におか

れましては、減額や買いたたき等による消費税の転嫁拒否等の行為が生じない

よう、親事業者となる会員に対して周知徹底するよう要請し1たします。

く親事業者となる会員に対する周知徹底のお願い＞

貴団体におかれましでも、このような取引環境を御理解いただき、下請事業

者と協議をした上で適切な対価の決定を行う、事前に定めた支払期日までに下

請代金を全額支払うなど、親事業者となる会員が下請法の遵守に取り組むよう

御協力をお願いいたします。

特に、別紙の記載事項については、親事業者となる会員に対して周知徹底を

図るなど、適切な措置を講じるよう要請いたします。
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（別紙）

親事業者の遵守すべき事項

下請取引を行うに当たって、親事業者は、下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」と

いう。）に従い、下記事項を遵守しなければならない。

記

1 親事業者の義務

(1) 書面（注文書）の交付及び書類の作成・保存義務

＼ ・ 下請事業者に物品の製造や修理、情報成果物の作成又は役務提供を委託する場合、

直ちに注文の内容、下請代金の額、支払期日、支払方法等を明記した書面（注文書）

を下請事業者に交付すること。（下請法第3条）

注文の内容、物品等の受領日、下請代金の額、支払日等を記載した書類を作成し、

これを 2年間保存すること。（下請法第5条）

(2) 下請代金の支払期日を定める義務及び遅延利息の支払義務

下請代金の支払期 日は、親事業者が下請事業者から物品等を受領した日から 60日

以内において、かつ、できる限り短い期間内に定めること。（下請法第2条の 2)

支払期日まで、に下請代金を支払わなかったときは、下請事業者から物品等を受領し

た日から起算して 60日を経過した日から支払をするまでの期間について、その日数

に応じ、未払金額に年率 14. 6パーセントを乗じた額を遅延利息として支払うこと。

（下請法第4条の 2)

2 親事業者の禁止行為

親事業者は次の行為をしてはならない。

(1) 受領拒否の禁止

納品された物品等が注文どおりで、なかった場合等を除いて、注文した物品等の受領

を拒むこと。（下請法第4条第1項第1号）

(2) 下請代金の支払遅延の禁止

支払期日の経過後なお下請代金を支払わないこと、すなわち下請代金の支払を遅延

すること。（下請法第4条第 1項第2号）

例えば以下の行為は禁止行為に当たります。

受け取った物品等の社内検査が済んでいないことや社内の事務処理の遅れを理由

に下請代金の支払を遅延すること。

(3) 下請代金の減額の禁止

下請事業者に責任がないのに、発注後に下請代金を減額すること。（下請法第4条第

1項第3号）

（減額の名目、方法、金額の多少、下請事業者との合意の有無を問わない。）

例えば以下の行為は禁止行為に当たります。

一 単価の引下げ改定について合意した場合に、合意前に既に発注されているものに

まで新単価を遡及適用すること。

手形払を下請事業者の希望により一時的に現金払にした場合に、その事務手数料

として、下請代金の額から自社の短期調達金利相当額を超える額を減ずること。

(4) 返品の禁止

取引先からのキャンセルや販売の見込み違い等、下請事業者に責任がないのに、下

請事業者から物品等を受領した後、下請事業者にその物品等を引き取らせること。（下

請法第4条第1項第4号）
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(5) 買いたたきの禁止

同種、類似の委託取引の場合に通常支払われる対価に比べて著しく低い下請代金の

額を不当に定めること。（下請法第4条第 1項第5号）

例えば以下の行為は禁止行為に当たります。

一 親事業者の予算単価のみを基準として、一方的に通常の単価より低い単価で下請

代金の額を定めること。

一 多量の発注をすることを前提として下請事業者に見積りをさせ、この見積価格を

少量発注する場合に適用すれば通常の対価を伏幅に下回ることになるにもかかわら

ず、その見積価格の単価を少量の発注しかしない場合の単価として下請代金の額を

定めること。

短納期発注を行う場合に、下請事業者に発生する費用増を考慮せずに通常の対価

より低い下請代金の額を定めること。

（注）買いたたきの事例等を解説した「ポイント解説 下請法」も御参照ください。

公正取引委員会又は中小企業庁ホームページからダウンロード可能です。

https ：／／刊w.jftc. go. jp/houdou/panfu_files/pointkaisetsu.pdf 

http://www. chusho.meti. go. jp/keiei/torihiki/2018/18110lpointkaisetsu.pdf 

(6) 物の購入強制・役務の利用強制の禁止

正当な理由なくして、自社製品、手持余剰材料その他自己の指定する物を下請事業

者に強制して購入させたり、役務を強制して利用させること。（下請法第4条第 1項第

6号）

(7) 報復措置の禁止

下請事業者が親事業者の違反行為について公正取引委員会又は中小企業庁に知らせ

たことを理由として、取引の数量を減じたり、取引を停止するなどの不利益な取扱い

をすること。（下請法第4条第1項第7号）

(8) 有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止

親事業者が原材料等を有償で支給した場合に、この原材料等を用いて下請事業者が

製造又は修理した物品の下請代金の支払期日より早い時期に、この原材料等の代金を

支払わせたり、下請代金から控除すること。（下請法第4条第2項第 1号）

(9) 割引困難な手形の交付の禁止

下請代金の支払につき、下請代金の支払期日までに一般の金融機関による割引を受

けることが困難であると認められる手形を交付することにより、下請事業者の利益を

不当に害すること。（下請法第4条第2項第2号）

手形サイトは、繊維業 90日以内、その他の業種 12 0日以内とすることは当然と

して、段階的に短縮に努めることとし、将来的には 60日以内とするよう努めること

とされている。

（通達：公取企第 14 0号及び20 1 6 1 2 0 7中第 1号）

(10) 不当な経済上の利益の提供要請の禁止

下請事業者に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させる

ことにより、下請事業者の利益を不当に害すること。（下請法第4条第2項第3号）

(11) 不当な給付内容の変更・やり直しの禁止

下請事業者に責任がないのに、発注内容の変更（納期の前倒しゃ納期変更を伴わな

い追加作業などを含む。）を行い、又は下請事業者から物品等を受領した後（役務提供

委託の場合は役務の提供後）にやり直しをさせることにより、下請事業者の利益を不

当に害すること。（下請法第4条第2項第4号）
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下請振興法の「振興基準jとは？

》親事業者と下請事業者の、 望ましい取引関係を定めています。

》下請法とは異なり、資本金が自己より小さい中小企業者に対して

製造委託等を行う幅広い取引が対象となります。

・主な内容
受注者

I t.親事業者と下請事業者は共存共栄で！

親事業者は、生産性向上に努力する下請事業者への訪問や面談を欠かさずに。

2.発注内容は明確にしましょう！

・親事業者は、継続的に取引を行う下請事業者に対し、安定的な生産が行える
ょう長期発注計画を提示し、発注の安定化に努める。

・発注内容を変更するときは、 不当なやり直しが生じないよう十分に配慮する0

・取引の停止、又は大幅に減少しようとする場合には、
経営に影響を及ぼさないよう十分な猶予を持って予告する。

fi.一方的な原価低減要請は止めましょう！

親事業者は、原価低減要請をするとき、
経済合理性や十分な協議存欠いた要請

はしないn

例えば・・・
・原価低減巨標の数｛直のみを提示する。
・原｛面低減要藷に応じることを発注継続の前提とする0

・文書や記録を残さない（口頭で削減幅を示唆）等

※ 「振興基準J：下請中小企業振興法第3条第1I頁に基づき、経済産業大臣が制定（経済産業省告示） 。

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



I 4.対価には、労務費が上昇した影響を反映しましょう！ ＼ 

親事業者は、取引対価の見直し要請があった
場合には、 入手不足や最低賃舎の引き上げ
などによる労務費の上昇について、 その影響
多反映するよう協議する。

I 5.金卦木聖の保管コストは親事業者が負担を！

4砂金型などの保管は、 双方が十分に協議し、
濯を：~ I 方法や費用負担存明確に定める。

!:EJ~！－；！t I＋親事業者の事情によって下請事業者にその

発注者

保管を求めている場合には、 親事業者が費用

査盆担する。

6.支払いは現金で！手形の場合は親事業者が割引料の負担を！＼

・下請代金の支払いは可能な限り現舎で0

・手形などによる場合は、 割引料を下請事

業者に負担きせることがないようにする。 ｜白Uがとう

・手形サイトは120日（繊維業においては90日）｜ござい討l

を超えてはならないことは当然として、
将来的に60日以肉とするよう努めるn

、 7.業界で自主行動計画を作り、親事業者は積極的に協力を！

今度の下請代金は

現金払いにします。

・親事業者、下請事業者ともに下請ガイドラインを守る。親事業者は下請ガ
イドラインの内容に即して、マニュアルや社内ルールを整備し、自社の調達

において徹底させる。
・ 業界団体は、サプライチェーン全体の「取引滴iF化！と「付加価値向上 l杢

関るため、自宇行動計画を策定する。親事業者はそれに積極的に協力す

る。
※平成30年4月末時点で、自動車、素形材、建設機械、繊維、電機・情報通信機器、情報サービス・ソフトウェア、

トラック運送、建設、機械製造、流通、警備、放送コンテンツの12業種30団体が自主行動計画を策定・公表。

取引条件改善に向けた取組についてはこちら川 世耕プラン
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6参．
下請Gメ~

下草取引で
お困りごとはありませんか？

下請Gメ?Ji≫お話むを伺ωますi

「中小企業庁Jでは、下請Gメンを配

置して全国の中小企業のみなさまか

らお話を伺っています。

下請取引の実態について情報をご提

供いただける方は、下記連絡先に 「ヒ

アリング希望Jとお伝えください。

圃E ・E ・－・醤主主q;'.J司圃tllf!ヨ河函.，..... ~五，i.L'Jl'IE~~F.・E・－－－

03・3501・1669
中小企業庁下請Gメン（取引課取引調査班）

L理事襲警型院理担を埋必豪雪「』
取引実態や業界の商慣行など、伺った話は秘密を守りつつ、親事業者や業界団体に伝え、

適正取引に向けた取組を促します。

~！） l~~l~づくり！三も度眼ノむ電悦きま~＇す· ~
伺ったこ、意見を集約し、基準改正などにつなげます。

これまでに、以下のような声を政府の基準改正に反映してきました。

例えば・・・

①「発注単価はQO/o減らすJなど

一方的に価格を引き下げられる。

F明 年間
~~~ 5%減額で

8*'11Lヨ口シク

• ・ - 頼むよ。

③光熱費、原材料費なと、が上がっても、

値上げを認めてくれない。

~請Gメ~－
中小企業をイジめる取引は見逃しません。泌密厳守でお請を伺います。

②金型の返却や保管料負担を

申し入れても、応じてくれない。

④手形による支払いが多く、

その割引料ち加味してもらえない。

ft03・3501・1669
（受付時間）平田9o00～12o00/13oOO～17000（土日祝日隼来年始を除く｝練移電隠 PHSからもご利用になれます．

http://www.chusho met1 go.jp/keiei/tonhiki/Gmenhoumon.htm 
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下轟かけこみ寺

「下請かけこみ寺Jでは、中小企業が

抱える取引上の悩み相談を受け付け

ています。

問題解決に向けて、専門の相談員や

弁護士がアドバイスを行います。悩

んだらここに相談を ！

E・E・E持fiZ.4'•，，：・・醤事事泊四国r.~"F.;冒園開・＇11.'J1111 .I:壷E・・・・・・・

璽0120・418・618
中小企業庁委託事業 （公財）全国中小企業取引振興協会

－・脳温li監盤~獲量孟重~

例えば・．．

①支払日を過ぎても代金を払ってくれない。

②長年取引をしていた発注元から

突然取引を停止された。

③お客さんからキャンセルされたので、

部品が必要なくなったといって返品

された。

帽置亘E霊~翠亙置霊園E・JE岨~鎚届趨孟姐盟店－

・紛争当事者間の和解の調停を行います

・裁判と異なり非公開で行われるため、当事者

以外には秘密が守られます

・当事者が合意すれば、自由に調停場所、時間等

を決めることができます

価格交渉サポート j 

価格交渉力アップを支援します！

セミナー・個別相談を受付けています！

価格交渉サポート相談室

璽0120・735・888

お近〈の『τ聞かけこみき』に

つながります

11'111か吋こみ脅J田醇細や．

メール•w，曲による相霞申込陪

工ネルギ一価格の推移

から、今月の高騰分を

転嫁しないと、経営努

力をしても赤字です。

エネルギー価格

J 

《’E付時間｝専固9刊00-12:00 13:00ーも7:00（主回復自写家年鎗をJl（）鍋移電鰭PHSからもご利用に怠れます．

｜下請か付こみ寺 1~国
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